
 

平成28年 №35 

○東京学芸大学教員養成開発連携センター規程の一部を改正する規程の制定につい

て 

 

改正理由 

  部門長の指名範囲を広くするため，所要の改正を行うものである。 

 

承認経過 

  平成28年４月27日 教育研究評議会  審議・承認 

  



 

東京学芸大学教員養成開発連携センター規程の一部を改正する規程を次のように

制定する。 

 

  平成28年４月28日 

                  国立大学法人東京学芸大学長 

                          出 口 利 定 

 

平成28年規程第25号 

東京学芸大学教員養成開発連携センター規程の一部を改正する規程 

  

 東京学芸大学教員養成開発連携センター規程（平成25年規程第22号）の一部につ

いて，別紙新旧対照表の右欄を，左欄のように改正する。 

 



東京学芸大学教員養成開発連携センター規程の一部改正について 
 

改正理由：部門長の指名範囲を広くするため，所要の改正を行うものである。 
改      正 現      行 

 

〔省 略〕 

 

（部門及び事業） 

第４条 センターに次に掲げる部門を置き，それぞれ次に掲げる事業を行う。 

(1) ＩＲ部門 

  ＩＲコンソーシアムの設置を含む，教員養成系のＩＲネットワークの構築に

よる教員養成機能の強化 

 (2) 研修・交流支援部門 

  イ 教員養成の国際化を目指したＳＤ，ＦＤ研修の共同実施と研修プログラ

ム等の開発 

  ロ 教員養成系大学・学部の交流・相互支援による教員養成相互支援ネット

ワークの構築 

(3) 先導的実践プログラム部門 

  イ 附属学校間連携による先導的教育実践プログラムの構築 

  ロ 先導的実践プログラムの開発事業及びその成果をもとにした共同実施事

業の開発 

２ 前項で定める３つの部門には，それぞれ部門長を置く。 

３ 前項で定める部門の他に，事業計画等に応じて必要な部門を置くことができ

る。 

 （職員） 

第５条 センターにセンター長及び専任教員のほか，必要な職員を置く。 

２ 前項に定める職員のほか，必要に応じて副センター長及び兼任教員を置くこ

とができる。 

３ 兼任教員の任期は２年とし，再任を妨げない。 

４ 前条第２項に規定する部門長は，センター長が指名する者をもって充て，任

期は２年とし，再任を妨げない。ただし，欠員が生じた場合の後任部門長の任

期は，前任者の残任期間とする。 

 

〔省 略〕 

 

    

〔省 略〕 

 

（部門及び事業） 

第４条 センターに次に掲げる部門を置き，それぞれ次に掲げる事業を行う。 

(1) ＩＲ部門 

  ＩＲコンソーシアムの設置を含む，教員養成系のＩＲネットワークの構築に

よる教員養成機能の強化 

 (2) 研修・交流支援部門 

  イ 教員養成の国際化を目指したＳＤ，ＦＤ研修の共同実施と研修プログラ

ム等の開発 

  ロ 教員養成系大学・学部の交流・相互支援による教員養成相互支援ネット

ワークの構築 

(3) 先導的実践プログラム部門 

  イ 附属学校間連携による先導的教育実践プログラムの構築 

  ロ 先導的実践プログラムの開発事業及びその成果をもとにした共同実施事

業の開発 

２ 前項で定める３つの部門には，それぞれ部門長を置く。 

３ 前項で定める部門の他に，事業計画等に応じて必要な部門を置くことができ

る。 

 （職員） 

第５条 センターにセンター長及び専任教員のほか，必要な職員を置く。 

２ 前項に定める職員のほか，必要に応じて副センター長及び兼任教員を置くこ

とができる。 

３ 兼任教員の任期は２年とし，再任を妨げない。 

４ 前条第２項に規定する部門長は，センター長の指名するセンターの専任教員

若しくは兼任教員をもって充てるものとし，任期は２年とし，再任を妨げな

い。 

 

〔省 略〕 

 



   附 則 

この規程は，平成28年４月28日から施行し、平成28年４月１日から適用する。 

 

 

 
 


